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商業統計調査 調査票新旧対照表 
 

 平成 26 年経済センサス-基礎調査 商業統計調査票（案） 平成 19 年商業統計調査 調査票 変更理由 

１ 

 

【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

２ 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

３ 【調査票Ａ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

・受入者（出向）の区分につ

いては、平成 24 年経済セン

サス-活動調査において追加

したものを踏襲し、総数は合

計に変更。 

４ 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

・受入者（出向）の区分につ

いては、平成 24 年経済セン

サス-活動調査において追加

したものを踏襲し、総数は合

計に変更。 

・ 正式名称を記入してください
店名、屋号など通称名がある場合は（　
）内に記入してください

（ 通称名

正 式 名 称

フ  リ  ガ  ナ１ 事業所の名称及び
　 電話番号

）
局 番

）

電話番号（代表）

（

・

〒 －

市区町村名　町丁・字・番地・号まで記入
してください

ビル・構内

２ 事業所の所在地

階

正式名称

●法人の場合は登記上の名称を

　記入してください。
●貴事業所が支所・支社・支店で

　ある場合は、法人名と事業所名
　（店舗名等）を記入してください。
●屋号など通称名がある場合は、
　「通称名」欄に記入してくださ
　い。 電話番号（代表） （　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　局　　　　　　　　　　　　　　　　　　番

通称名

フリガナ １ 事業所の名称及び
　　電話番号

郵便番号 都道府県名 市区町村名

町丁・字・番地・号

－

ビル・マンション名等（階・号室まで記入してください）

 ２ 事業所の所在地

●郵便番号から町丁・字・番地・
　号まで全て記入してください。
●他の事業所の構内にある場合
　は、その事業所の名称を
　「ビル・マンション名等」欄

　に記入してください。

うち

別経営の

事業所に

派遣して

いる人

人

①～⑥

の合計

人

個人経営

の事業主

①
個
人
業
主有給役員とは　個人経営以外の場合

で　役員報酬を得ている人をいいます

② ③
有
給
役
員

６ 従業者数等 （1）

無
給
の

家
族
従
業
者

平成１９年６月１日現在で記入してく
ださい

・

⑤④
臨時雇用者

⑥常用雇用者

パート・

アルバイト

など

一般に正社

員・正職員

などと呼ば

れている人

総　　　数

人

女
人 人 人 人

「常用雇用者」のうち「⑤ﾊﾟー ﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄなど」の男女計につ

いて　８時間に換算して記入してください

人

・

男

・

人

人

常用雇用者とは　期間を定めずに若し
くは１か月を超える期間を定めて雇用し
ている人　また4月と5月にそれぞれ18
日以上雇用している人をいいます

人

・

人

臨時雇用者とは　１か月以内の期間を
定めて雇用されている人をいいます

(２)パート・アルバイトなどの８時間換算雇用者数

人

総数のほかに

別経営の

事業所から

派遣されて

いる人

人

人

人

＜計算式例＞

常用雇用

者以外の

雇用者

人 人

(小数点以下切り上げ）

　｛（A時間×ａ人）＋（Ｂ時間×ｂ人）｝÷８時間 ＝

人

従　
業　
者　
数　
等

常用雇用者

女

人 人

区

　
　

分

人 人 人

① ②

個　 人
業　 主

の家族
で無給
の 　人

人人 人 人 人

人 人

 ３ 事業所の従業者数

●７月１日現在の従業者数を記入
　してください。従業者数には、

　他の会社など別経営の事業所
　へ出向又は派遣している人も
　含みます。

●個人業主の家族で、賃金や
　給料を受け取っている場合は、

　「常用雇用者」となります。
●「⑤　④以外の人」とは、パー

　ト・アルバイト・契約社員・嘱託
　などと呼ばれている人で、雇用
　期間が常用雇用者の定義に

　当てはまる人をいいます。

人人 人

個　人
業　主

⑩派遣

受入者

④
正社員・正職
員などと呼ば
れている人

⑤
④以外の人

⑨出向

⑧

送出者

人人 人

有　給
役　員

⑥

臨時雇用者

⑦

 合　計

男

人 人

③

⑦合計のう

ち、別経営

の事業所へ

出向又は

派遣してい

る人

①～⑧以外で

別経営の事業

所からきて貴事

業所で働いてい

る人

期間を定めずに、若しくは１か月

を超える期間を定めて雇用して

いる人 又は ５月と６月にそれ

ぞれ18日以上雇用している人

パート・

アルバイトなど

個人経営

以外で、役

員報酬を

得ている人

個人経営の

事業主で、

実際にその

事業所を経

営している

人

①～⑥の

合計

１か月以内の期間を定

めて雇用している人や

日々雇用している人など、

常用雇用者の定義に該
当しない人

※⑤以外のパート・アル

バイトなどを含む

主

 ３ 事業所の従業者数

区

　
　

分

① ② ③ 常用雇用者 ⑥ ⑦ 受入者
⑧

送出者
個　人

業　主

個　 人

業　 主
の家族
で無給
の　 人

有　給

役　員

臨時雇用者  合　計
●７月１日現在の従業者数を記入
　してください。従業者数には、

　他の会社など別経営の事業所
　へ出向又は派遣している人も

　含みます。
●個人業主の家族で、賃金や

　給料を受け取っている場合は、
　「常用雇用者」となります。

●「⑤　④以外の人」とは、パー
　ト・アルバイト・契約社員・嘱託

　などと呼ばれている人で、雇用
　期間が常用雇用者の定義に

　当てはまる人をいいます。

④
正社員・正職
員などと呼ば
れている人

⑤
④以外の人

⑨出向 ⑩派遣

人 人 人 人 人

女

人 人 人 人

男

人 人 人 人 人

　「⑤　④以外の人」の８時間換算雇用者数（端数は切り上げ）
　【例：３時間が３人、５時間が１人、６時間が２人の場合】

　　{（３×３）＋（５×１）＋（６×２）}÷８時間＝3.25　　⇒４人 人

主に卸売業・小売業を営んでいる場合は、左記に「８
時間換算雇用者数」を記入してください。

人 人 人 人 人 人

期間を定めずに、若しくは１か月

を超える期間を定めて雇用して

いる人 又は ５月と６月にそれ

ぞれ18日以上雇用している人

パート・

アルバイトなど

⑦合計のう

ち、別経営

の事業所へ

出向又は

派遣してい
る人

①～⑧以外で

別経営の事業

所からきて貴事

業所で働いてい

る人

①～⑥の

合計

１か月以内の期間を定
めて雇用している人や
日々雇用している人など、

常用雇用者の定義に該
当しない人
※⑤以外のパート・アル

バイトなどを含む

個人経営の
事業主で、

実際にその
事業所を経
営している

人

個人経営

以外で、役
員報酬を
得ている人
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５ 

 

【調査票Ａ】 

 

 

【調査項目無し】 

 

・「事業所の事業の種類及び

業態」は経済センサス-基礎

調査の調査項目のため。 

・ただし、管理補助的経済活

動を行う事業所の細分類格

付けに必要な項目を、平成 

24 年経済センサス-活動調

査に倣い追加。 

６ 【調査票Ｂ】 

 

・「事業所の事業の種類及び

業態」は経済センサス-基礎

調査の調査項目のため。 

・ただし、管理補助的経済活

動を行う事業所の細分類格

付けに必要な項目を、平成 

24 年経済センサス-活動調

査に倣い追加。 

７ 【調査票Ｃ】 

 

・「事業所の事業の種類及び

業態」は経済センサス-基礎

調査の調査項目のため。 

・ただし、管理補助的経済活

動を行う事業所の細分類格

付けに必要な項目を、平成24

年経済センサス-活動調査に

倣い追加。 

左記（２）で記入した内容について、生産品、取扱い商品又は営

業種目を、収入額又は販売額の多い順に記入してください。

 （２）  主な事業の内容  （３）  生産品、取扱い商品又は営業種目

 （１）   貴事業所で行っている事業　（行っている事業の全ての番号を○で囲んでください。）

18
その他

８
　運輸業、
郵便業

２
漁業

貴事業所で行っている事業のうち、過去１年間の収入額又は販

売額の最も多い事業について、その事業の内容を具体的に記
入してください。

１　管理事務 ２　自家用倉庫 　　　３　補助的業務

２　建築工事の施工額が、施工額全体の80％以上

小　売

９　主に製造して店舗で小売

10 主に他の事業所から仕入れた商品を店舗で小売

８　 主に他企業の事業所（下請先も含む）で生産・加工した
　　 物品を卸売

３　土木工事と建築工事の施工額がいずれも施工
　　額全体の80％未満

１
農業、林業

③

　　  10
　 金融業、
　 保険業

11
不動産業、
物品賃貸業

12
学術研究、
専門・技術
サービス業

16
医療、福祉

17
他の

営利事業

７　主に同一企業の他の事業所で製造・加工した物品を卸売

建　設

１　土木工事の施工額が、施工額全体の80％以上
卸　売

 ４ 事業所の事業の種類
    及び業態
●貴事業所で行っている事業の
　内容について、別にお配りした
　｢調査票の記入のしかた｣を

　参照して、できるだけ詳しく記入
　してください。

 （４）  事業の業態

①

３
鉱業、
採石業、
砂利採取業

４
建設業

５
製造業

６
電気・ガス・
熱供給・
水道業

７
情報通信業

13
宿泊業、
飲食

サービス業

14
生活関連
サービス業、

娯楽業

15
教育、

学習支援業

②

９
　卸売業、
小売業

●上記（２）で記入した内容が、
　建設、製造品の出荷・加工、

　卸売・小売、飲食サービスの
　場合は、それぞれの事業の
　業態について、当てはまる

　番号を一つ○で囲んでくだ
　さい。 製造品の

出荷・加工

４　主に製造して出荷又は卸売
11 主に仕入れた商品を店舗を持たずに通信販売・ネット販売・
　　訪問販売等で小売５　主に製造して通信販売・ネット販売等で小売
12 主に調理済みの料理品（折詰料理、そう菜など）を小売

６　主に他の業者から支給された原材料により製造
　　・加工 飲食サービス 13 主に顧客の注文で調理する料理品を提供（配達を含む）

あらかじめ事業の内容が
印刷されている場合は、内

容に変更がなければ□に

「レ」印を記入してください。

貴事業所がもっぱら管理・補助

的業務を行っている場合は、

「調査票の記入のしかた」を参
照して、主な事業の内容を記

入し、下記の欄について、該当

する番号を○で囲んでください。

政治・経済・文化・
宗教団体など

支所等の管理業務、

総務、経理、広報業務等

自家用車庫、

自家用修理工場等

製造品の
出荷・加工

４　主に製造して出荷又は卸売

12 主に調理済みの料理品（折詰料理、そう菜など）を小売
６　主に他の業者から支給された原材料により製造
　　・加工 飲食サービス 13 主に顧客の注文で調理する料理品を提供（配達を含む）

11 主に仕入れた商品を店舗を持たずに通信販売・ネット販売・
　　訪問販売等で小売

５　主に製造して通信販売・ネット販売等で小売

 （４）  事業の業態

建　設

１　土木工事の施工額が、施工額全体の80％以上
卸　売

７　主に同一企業の他の事業所で製造・加工した物品を卸売

●上記（２）で記入した内容が、
　建設、製造品の出荷・加工、
　卸売・小売、飲食サービスの
　場合は、それぞれの事業の
　業態について、当てはまる
　番号を一つ○で囲んでくだ
　さい。

２　建築工事の施工額が、施工額全体の80％以上
８　 主に他企業の事業所（下請先も含む）で生産・加工した
　　 物品を卸売

３　土木工事と建築工事の施工額がいずれも施工
　　額全体の80％未満

小　売

９　主に製造して店舗で小売

10 主に他の事業所から仕入れた商品を店舗で小売

 （２）  主な事業の内容  （３）  生産品、取扱い商品又は営業種目

１　管理事務 ２　自家用倉庫 　　　３　補助的業務

③

②

貴事業所で行っている事業のうち、過去１年間の収入額又は
販売額の最も多い事業について、その事業の内容を具体的に
記入してください。

 左記（２）で記入した内容について、生産品、取扱い商品又は
 営業種目を、収入額又は販売額の多い順に記入してください。
≪主に卸売業・小売業を営んでいる場合は、記入不要です。≫

17
他の

営利事業

18
その他

11
不動産業、

物品賃貸業

12
学術研究、

専門・技術
サービス業

13
宿泊業、

飲食
サービス業

14
生活関連
サービス業、
娯楽業

15
教育、

学習支援業

16
医療、福祉

①

●貴事業所で行っている事業の
　内容について、別にお配りした
　｢調査票の記入のしかた｣を
　参照して、できるだけ詳しく記入
　してください。

　 　 10
　 金融業、

　 保険業

８

　運輸業、

郵便業

９

　卸売業、

小売業

 ４ 事業所の事業の種類
    及び業態

 （１）  貴事業所で行っている事業　（行っている事業の全ての番号を○で囲んでください。）
１

農業、林業

２

漁業

３

鉱業、

採石業、
砂利採取業

４

建設業

５

製造業

６

電気・ガス・

熱供給・
水道業

７

情報通信業

貴事業所がもっぱら管理・補助

的業務を行っている場合は、

「調査票の記入のしかた」を参

照して、主な事業の内容を記

入し、下記の欄について、該当

する番号を○で囲んでください。

あらかじめ事業の内容が

印刷されている場合は、内

容に変更がなければ□に

「レ」印を記入してください。

政治・経済・文化・

宗教団体など

支所等の管理業務、

総務、経理、広報業務等

自家用車庫、

自家用修理工場等

②

 （４）　事業の業態
上記(２)で記入した内容が、建設、製造品の出荷・加工、卸売・小売、飲食サービスの場合は、
それぞれの事業の業態について、当てはまる番号を一つ○で囲んでください。

８　 主に他企業の事業所（下請先も含む）で生産・
　　　加工した物品を卸売

９　主に製造して店舗で小売

小　売

10 主に他の事業所から仕入れた商品を店舗で小売

③
１　管理事務 ２　自家用倉庫 　３　補助的業務

建　設

１　土木工事の施工額が、施工額全体の
　　80％以上
２　建築工事の施工額が、施工額全体の
　　80％以上

３　土木工事と建築工事の施工額が
　　いずれも施工額全体の80％未満

製造品の
出荷・加工

４　主に製造して出荷又は卸売

５　主に製造して通信販売・ネット販売等
　　で小売

６　主に他の業者から支給された原材料
　　により製造・加工

卸　売

飲食サービス
13 主に顧客の注文で調理する料理品を提供
　　（配達を含む）

７　主に同一企業の他の事業所で製造・加工した
　　物品を卸売

11 主に仕入れた商品を店舗を持たずに通信販売・
　  ネット販売・訪問販売等で小売

12 主に調理済みの料理品（折詰料理、そう菜など）
　　を小売

６
電気・ガス・
熱供給・
水道業

17
他の

営利事業

２
漁業

３
鉱業、
採石業、
砂利採取業

 （３）　生産品、取扱い商品又は営業種目

18
その他

左記（２）で記入した内容について、生産品、取扱い商品又は
営業種目を、収入額又は販売額の多い順に記入してください。
≪主に卸売業・小売業を営んでいる場合は、記入不要です。≫

４
建設業

５
製造業

９
　卸売業、
小売業

16
医療、福祉

12
学術研究、
専門・技術
サービス業

１
農業、林業●この事業所で行っている事業

　の内容について、別にお配り
　した｢調査票の記入のしか
　た｣を参照して、できるだけ
　詳しく記入してください。

 （２）　主な事業の内容

この事業所で行っている事業のうち、過去１年間の
収入額又は販売額の最も多い事業について、その
事業の内容を具体的に記入してください。

 （１）　この事業所で行っている事業   (行っている事業の全ての番号を○で囲んでください。)

15
教育、

学習支援業

７
情報通信業

８
　運輸業、
郵便業

 ６ 事業所の事業の種類
    及び業態

①

13
宿泊業、
飲食

サービス業

14
生活関連

サービス業、
娯楽業

　 　 10
　 金融業、
　 保険業

11
不動産業、
物品賃貸業

この事業所がもっぱら管理・

補助的業務を行っている場合
は、「調査票の記入のしかた」

を参照して、主な事業の内容
を記入し、下記の欄について、

該当する番号を○で囲んでく
ださい。

なお、管理・補助的業務を
行っていて、過去１年間の収

入（販売）額のない場合は、
第２面の記入は不要です。

あらかじめ事業の内容が

印刷されている場合は、内

容に変更がなければ□に
「レ」印を記入してください。

政治・経済・文化・
宗教団体など

支所等の管理業務、

総務、経理、広報業務等

自家用車庫、

自家用修理工場等
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８ 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

・平成 24 年経済センサス-

活動調査における開設時期

の区分を踏襲。 

９ 

 

【調査票Ａ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経営組織の区分を変更。（平

成 24 年経済センサス-活動

調査における経営組織の区

分を踏襲） 

10 【調査票Ｂ】 

 

・経営組織の区分を変更。（平

成 24 年経済センサス-活動

調査における経営組織の区

分を踏襲） 

11 【調査票Ｃ】 

 

 

・経営組織の区分を変更。（平

成24年経済センサス-活動調

査における経営組織の区分

を踏襲） 

・外国の会社及び法人でない

団体は、事業所単位で調査す

るためＣ調査票からは削除。 

 

12 

 

【調査票Ａ】 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

 

13 【調査票Ｂ】 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

 
 

本

店
の
所
在
地

階・ 本店の所在地は　支店の場合のみ記
入してください 電話番号

単独事業所とは支店を持たない事業
所　本店とは別の場所に支店等を持っ
ている事業所をいいます

（

５　支店（本店は３、４以外の産業）

－

３　支店（本店は商業）

４　支店（本店は製造業）

２　本店

〒１　単独事業所

ビル・構内

・

番） 局

４ 本店・支店の別及び
　 本店の所在地・電話番号

この場所で事業を始めた時期とします

2

昭和19年

以前

昭和50

～59年

平成7

～14年

5

平成18年
昭和20

～29年

118 97

平成15年
昭和60～

平成6年

昭和40

～49年

1

昭和30

～39年

3 4

平成17年

10

平成16年

５ 事業所の開設時期

平成19年

126 ５ 事業所の開設時期

●現在の場所で事業を始めた時期の
　番号を○で囲んでください。

１
昭和59年
以前 月

３
平成７～
16年

４
平成17年
以降

平成２
昭和60～
平成６年 年

開設年が平成25年又は26年の

場合は、開設月も記入してください。

・

資本金額

又は

出資金額

千億

３ 経営組織及び資本金額
　 又は出資金額

１　個人経営

２　株式会社（有限会社を含む）

３　合資・合名会社会社組織の事業所は　資本金額又は
出資金額を記入してください（支店の場
合は記入する必要はありません）

４　合同会社

５　生活協同組合

億 千万百億 十億 十万百万 万円

金額が５千円未満の場合は　
「０」万円と記入してください

・

６　会社以外の法人等（農協・漁協等）

●該当する番号を○で囲んで
　ください。

会社

法人

２
株式会社
有限会社
相互会社

 ３ 経営組織 １
個人経営

３
合名会社
合資会社

４
合同会社

５
会社以外の法人

財団・社団法人、

学校・宗教・医療法人、

協同組合、信用金庫等

３　支所・支社・支店

　本所・本社・本店の名称・電話番号及び所在地（登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている所在地を記入してください）

１　単独事業所 ２　本所・本社・本店

●該当する番号を○で囲んでください。
●フランチャイズチェーン（ＦＣ）加盟店

　については、ＦＣ本部とは独立した
　組織となります。（直営店の場合のみ

　ＦＣ本部の支所となります）

 ７ 単独事業所・本所・支所の別

所在地（〒　　　　　　　　－　　　　　　　　　　）

ビル・マンション名等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　階　   　 　号室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 構内

支所・支社・支店の場合は記入おわりです。

正式名称

通称名

フリガナ

電話番号（代表） （　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　局　　　　　　　　　　　番

●「３支所・支社・
　支店」に該当する

　場合は、本所・本
　社・本店の名称・

　電話番号及び
　所在地を記入し

　てください。

以下に本所・本社・本店の

名称等を記入してください。

他の場所にある本所・本社・本店

などの統括を受けている事業所

８欄に事業所の年間総売上

（収入）金額を記入してください。

８欄に組織全体の年間総売上

（収入）金額を記入してください。

他の場所に本所・本社・本店や

支所・支社・支店を持たない事業所

他の場所に支所・支社・支店を

持ち、それらを統括する事業所

●該当する番号を○で囲んでください。

１
個人経営

２
株式会社
有限会社
相互会社

会社（外国の会社を除く）

３
合名会社
合資会社

４
合同会社

５
会社以外の法人

 ６ 経営組織 ７
法人でない団体

６
外国の会社

法人

あらかじめ経営組織等が印刷されてい
る場合は、内容に変更がなければ□に

「レ」印を記入してください。

公益財団・社団法人、

一般財団・社団法人、学

校・宗教・医療法人、協

同組合、信用金庫等

外国に本所・本社・

本店がある会社等

８欄にお進みください。

法人格のない労働組合、

後援会、協議会等

所在地（〒　　　　－　　　　　　　）

ビル・マンション名等：　　　　　　　  　　　　　　階　   　 　号室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 構内

正式名称

通 称 名

電話番号（代表） （　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　局　　　　　　　　　　　番

３　本店は商業 ４　本店は製造業
５　本店は商業、
　製造業以外

 ７ 単独事業所・本所・支所の別 １　単独事業所 ２　本所・本社・本店
  支所・支社・支店

●該当する番号を○で囲んでください。
●フランチャイズ・チェーン（ＦＣ）加盟店
　については、ＦＣ本部とは独立した

　組織となります。（直営店の場合のみ
　ＦＣ本部の支所となります）

以下の欄に本所・本社・本店の名称等を記入してくださ
い。なお、貴事業所が「外国の会社」の場合は、以下の
欄を記入せず８欄にお進みください。

●「支所・支社・
　支店」に該当する

　場合は、本所・本
　社・本店の名称・
　電話番号及び

　所在地を記入し
　てください。

　本所・本社・本店の名称・電話番号及び所在地（登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている所在地を記入してください）

フ リ ガ ナ

８欄に事業所の年間

総売上（収入）金額を

記入してください。

８欄に組織全体の年間

総売上（収入）金額を

記入してください。

他の場所にある本所・本社・本店

などの統括を受けている事業所
他の場所に支所・支社・支店を

持たない事業所

他の場所に支所・支社・支店を

持ち、それらを統括する

事業所

支所・支社・支店の場合は、８欄の記入は不要です。

法人

会社（外国の会社を除く）

２
株式会社
有限会社
相互会社

３
合名会社
合資会社

４
合同会社●該当する番号を○で囲んでください。

５
会社以外の法人

６
外国の会社

７
法人でない団体

 ６ 経営組織 １
個人経営

あらかじめ経営組織等が印刷されてい

る場合は、内容に変更がなければ□に

「レ」印を記入してください。

外国に本所・本社・本

店がある会社等

８欄に

お進みください。

法人格のない労働組合、

後援会、協議会等

公益財団・社団法人、

一般財団・社団法人、学

校・宗教・医療法人、協

同組合、信用金庫等
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14 

 

【調査票Ｃ】 

 

・「本所・本社・本店か否か」

は本社一括調査における

本・支関係を把握するため追

加 

（平成 24 年経済センサス-

活動調査の本所等か否かの

調査項目を踏襲） 

15 

 

【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

【調査項目無し】 

 

 

 

・「事業所または組織全体の

前年総売上金額」は、経済セ

ンサス-基礎調査の調査項目

のため追加。 

16 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

・「資本金等の額」は、実情

に対応して桁を増やした。 

・「外国資本比率」は、経済

センサス-基礎調査の調査項

目のため追加。 

17 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

【調査項目無し】 

 

 

 

・「決算月」は、経済センサ

ス-基礎調査の調査項目のた

め追加。 

18 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

【調査項目無し】 ・「持ち株会社か否か」は、

経済センサス-基礎調査の調

査項目のため追加。 

19 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

【調査項目無し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「親会社の有無等」は、経

済センサス-基礎調査の調査

項目のため追加。 

20 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

【調査項目無し】 ・「子会社の有無等」は、経

済センサス-基礎調査の調査

項目のため追加。 

・

資本金額

又は

出資金額

千億

３ 経営組織及び資本金額
　 又は出資金額

１　個人経営

２　株式会社（有限会社を含む）

３　合資・合名会社
会社組織の事業所は　資本金額又は

出資金額を記入してください（支店の場
合は記入する必要はありません）

４　合同会社

５　生活協同組合

億 千万百億 十億 十万百万 万円

金額が５千円未満の場合は　

「０」万円と記入してください

・

６　会社以外の法人等（農協・漁協等）

●本決算月を記入してください。
月 月

年２回決算を採用している場合は、
両方の月を記入してください。

 １０ 決算月 あらかじめ決算月が印刷されている

場合は、内容に変更がなければ

□に「レ」印を記入してください。

　１　持株会社でない 　　　　　　２　事業持株会社
●該当する番号を○で囲んでください。

 １３ 持株会社か否か 　　　　　　３　純粋持株会社
自らも事業を行い、株式保有によって
子会社を支配することを事業とする会社

自らは独自に事業を行わず、株式保有に
よって子会社を支配することを事業とする会社

通称名

電話番号（代表） （　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　局　　　　　　　　　　　番

12欄へ

　　　　　　２　国内にある １１ 親会社の有無等 　１　親会社はない 　　　　　　３　海外にある

　親会社の名称・電話番号及び所在地

●該当する番号を○で囲んでください。
●親会社の定義は「調査票の記入の

　しかた」を参
　照してくださ
　い。

12欄へ

所在地（〒　　　　　　　　－　　　　　　　　　　）

ビル・マンション名等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　階　   　 　号室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 構内

正式名称

フリガナ

国名を記入

してください以下に親会社の名称等を記入してください。

●本所・本社・本店とは、他の場所に同一経営の支所・支社・支店があって、経営全体を統括している
　事業所をいいます。
●一つの企業、団体に「本所・本社・本店」は一つだけです。例えば、「大阪本社」と「東京本社」の
　ように、２か所以上本社を有する複数本社制を採用している場合は、そのうちの経営全体を統括
　している事業所を本所・本社・本店とし、地方統括本部を含め、その他の全ての事業所を支所・
　支社・支店とします。

本所・本社・本店
 ４ 本所・本社・本店か
　　否か

この事業所が経営全体を統括

している本所事業所の場合は、

□に「レ」印を記入してください。

　1　子会社はない

　２　子会社がある
国内の
子会社数

13欄の記入は不要です。

社 社

 １２ 子会社の有無等
●該当する番号を○で囲んでください。
●子会社の定義は「調査票の記入の
　しかた」を参照してください。

海外の
子会社数

０

（万円未満四捨五入）

０ ０

兆 千億 百億 ９ 資本金等の額及び
 　 外国資本比率

０

十万 万 うち外国資本比率（小数第２位を四捨五入）億

円 ・ ％

百万

●資本金又は出資金・基金の
　額を万円単位で記入してください。

十億 千万

０

万

 ８ 事業所又は組織全体の年間総売上 (収入)金額

税抜き記入

０

十億 億 千万 （万円未満四捨五入）兆 千億 百億

０ ０
円

十万十兆 百万
●金額については、消費税込みで記入してください。経理処理
　上、税込みで記入できない場合は、右の□に「レ」印を記入し、

　税抜きで記入してください。

●単独事業所の場合は、事業所の年間総売上（収入）金額を、本所・本社・本店の場合は、組織全体の年間総売上（収入）金額を記入してください。
●外国の会社、法人でない団体の場合は、事業所の年間総売上（収入）金額を記入してください。
●売上（収入）金額の定義は、「調査票の記入のしかた」を参照してください。
●平成25年１月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、平成25年を最も多く含む決算期間）の決算について記入してください。
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21 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

 

【調査項目無し】 

 

・「組織全体の常用雇用者数」

は、経済センサス-基礎調査

の調査項目のため追加。 

21 【調査票Ａ・Ｂ共通】 

 

 

【調査項目無し】 

 

 

 

・「組織全体の事業の内容」

は、経済センサス-基礎調査

の調査項目のため追加。 

22 【調査票Ａ・Ｂ・Ｃ共通】 

 

【調査項目無し】 ・「支社・支所・支店」は、

経済センサス-基礎調査の調

査項目のため追加。 

23 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

・「0000 円」の補足表示につ

いては売上高の記入につい

て、より正確な記入を促す観

点から追加。 

24 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

・「記入のし易さ」「調査票の

見やすさ」に鑑み、全商品分

類を展開する方法から、事業

者が商品分類番号及び該当

する卸・小売の別を記入する

方法に変更。 

・記入者の利便性の向上の観

点から販売金額の代わりに

割合での記入でも可とし、

「割合」欄を追加。 

兆
千

億

百

億

十

億
億
千

万

百

万

十

万

万

円
兆
千

億

百

億

十

億
億
千

万

百

万

十

万

万

円
兆
千

億

百

億

十

億
億
千

万

百

万

十

万

万

円
兆
千

億

百

億

十

億
億
千

万

百

万

十

万

万

円
兆
千

億

百

億

十

億
億
千

万

百

万

十

万

万

円 ％

％

％

％

54951

寝具

呉服・服地

商　品　名

50121

52211

そ

　
　

の

　
　

他

千
億
百
億

60221

揮発油

医療用医薬品

60312

化粧品

肥料・飼料

60311

57991

57971

兆分類番号商　品　名

◎７（１）項の商品別記入欄で誤記入が生じた場合に、商品名、分類番号、金額を記入してください。（訂正方法は、「調査票の記入のしかた」参照）

他の飲食料品

乾物

重油 60313

57961

％

％

％

乗用車（中古）

トラック（新車）

59141

59131 書籍・雑誌

57941

そ

の

他
の

機
械

器
具

商　品　名
分類

番号

分類

番号

50111

52231

軽油

重油

原油

揮発油

医
薬

品
・

化
粧

品

非鉄金属スクラップ

52441

52431

紙

医薬品

農

畜

産
物

・
水

産
物

家
具

・
建

具

・
じ
ゅ

う

器
等

51131

51291

51281

51271

51221

51211

51261

51251

建
築

材

料

52111

52121

52131

52191他の建築材料

板ガラス

セメント

木材・竹材

商　品　名

生糸・繭

化

学
製

品

他の化学製品50131

分類

番号

54121

54111

53919

53911

53931

電気機械器具
（家庭用電気機械

器具を除く）

自転車

百
万

千
万

百
億

億

商　品　名

他の機械器具

十
億
億
千
万

億
千
万
百
万

軽油

苗・種子

農業用機械器具

十
億

53929

53922

灯油

他の石油

ブタンガス

商　品　名
千
億

家
具

・
じ
ゅ

う
器

・
機

械
器

具

靴

寝具類

50211

50221

50251

下着類

50241

53311

53221

53219

50141

50129 53231

他の自動車

自動車部分品・

附属品（中古品を除く）

自動車中古部品

52221

52291

他の輸送用機械

器具（自動車を除く）

電

気

機
械

器

具

家庭用

電気機械器具

履物
（靴を除く）

畳

兆

建具56922

織
物

・
衣

服

・
身

の
回

り
品

塗料

染料・顔料

油脂・ろう

灯油

繊

維
品

かばん・袋物

糸

衣

服
・

身
の

回
り

品

他の衣服・

身の回り品

織物（室内装飾
繊維品を除く）

男子服

婦人・子供服

化学繊維

他の繊維原料
（生糸，繭を除く）

51151

鉄鋼粗製品

鉱
物

・
金

属
材

料

51111

51121

50261

50271

51141

50291

50231

飲料
（茶類飲料を含む）

菓子・パン類

米麦

他の農畜産物・

水産物

生鮮魚介

食肉

果実

野菜

雑穀・豆類

鉄スクラップ

味そ・しょう油

砂糖

酒類 51231

乾物

51191

51161
再

生
資

源

52319

52316

52315

52311

52312

52313

52314

他の再生資源

古紙

非鉄金属地金

鉄鋼一次製品

52341

液化石油ガス
（LP G）

他の石油

他の鉄鋼製品

鉱物
（石油を除く）

52331

53141

53131

53121

53111農業用機械器具

建設機械・

鉱山機械

52491

空瓶・空缶等

空容器

非鉄金属製品

写真機

荒物

家具・建具

医療用機械器具
（歯科用機械器具

を含む）

時計

他の精密機械器具

52421

かばん・袋物

履物
（靴を除く）

53321

靴

52411

52342

畳

52339

52332

52321

合 計 （ ① ～ ⑥ ）

⑥上 記（① ～⑤ ）

以 外 の 収 入 額

卵・鳥肉

食肉

下着類

百
億

百
万
十
万

他の衣服・

身の回り品

万
円

54131

53921

54241

54191

飲
　

　
食

　
　

料
　

　

品

54151

54141

54211

54912

54911

料理品

茶類

米穀類

パン（非製造）

パン（製造）

豆腐・かまぼこ等

加工食品

牛乳

合成洗剤

石けん

医療用品

化粧品

果実

野菜

他のじゅう器

酒

陶磁器・ガラス器

菓子（製造）

小間物・化粧道具

子供服

商品販売

に関する
収入

男子服

婦人服

１００

⑤ｻｰﾋﾞｽ業収入額

④飲食部門収入額① 修 理 料

③ 製 造 業 出 荷 額

②仲立手数料

56921

57321

飲料（牛乳を除く・
茶類飲料を含む）

菓子（非製造）

57931

57921

57711

57641

57311

鮮魚

分類

番号

56421

56411

56321

56211

56121

56111

56911

56311

57951

57521

57511

56991

57211

57621

57631

57611

57411

電気機械器具

電気事務機械器具

ミシン・編機

商　品　名

乗用車（新車）

じゅうたん・カーテン

家具

自転車

二輪自動車

自動車部分品・
附属品

分類

番号

58111

58112

58211

58141

58131

58121

59111

59991

59931

59921

59911

59299

59221

59211

60211

60131

金物

他のじゅう器

陶磁器・ガラス器

一般用医薬品

荒物

がん具・娯楽用品

スポーツ用品

59291

紙・文房具

花・植木

たばこ・喫煙具

時計・眼鏡

・光学機械

合成洗剤

みやげ品

中古品
（骨とう品を除く）

骨とう品

新聞

60111

そ
　

　
の

　
　

他

写真機・写真材料

楽器

その他

60314

60329

60322

60321

60319

ペット

ジュエリー製品

他の非石油系燃料

プロパンガス

建築材料

60511

60431

60921

60911

60711

60611

60421

60411

60999

60992

60991

60971

60961

60952

食
料

・
飲

料

他の食料・飲料 51299

51241

缶詰・瓶詰食品
（気密容器入りのもの）

牛乳・乳製品

茶類

事務用機械器具

金物

60931

分類
番号

60951

60941

60531

60521

53191

金属加工機械

一
般

機
械

器
具

他の一般機械器具 53199

53193

53192

ポンプ・圧縮機

繊維機械器具

はん用内燃機関

自
動

車
・

自

転
車

58122

60121

59121

59112

60231

自
動

車

54961

トラック（中古）

ジュエリー製品

宗教用具

兆
千
億

十
億

54942

54941

54931

54921

十
万
万
円

乗用車

トラック

53211

53212
分類番号

53213

自

動
車

書籍・雑誌

なめし革

その他二輪自動車

そ

 
 

の

 
 

他

54999

スポーツ用品

肥料・飼料

室内装飾繊維品

54232

54231

54221

たばこ

娯楽用品・がん具

紙製品

十
万

54991

54992

万
円 商　品　名

ペット用品

　

卸売・小売業の両方を営んでいる場合は
それぞれ分割して記入してください

兆 千億 百億 百万十億 億 千万

「卸売販売額計」の内訳を
該当する商品欄に販売額をご記入ください

十万 百万百億 十億 億 千万 十万 万円十兆 兆 千億

卸 　売
販売額計

十兆 万円

小 　売
販売額計

「小売販売額計」の内訳を
該当する商品欄に販売額をご記入ください

 １４ 組織全体の常用雇用者数
●常用雇用者の定義については３欄を参照して
　ください。

海外の
常用雇用者数

国内の
常用雇用者数

人 人

②

 １５ 組織全体の主な事業の内容
●「調査票の記入のしかた」を参照して、できるだけ
　詳しく記入してください。

①
(2)生産品、取扱い
　 商品又は営業種目

③

(1)主な事業の内容

 １６ 支所・支社・支店の数
●工場、営業所のほか、従業者のいる倉庫や管理人
　のいる寮なども支所・支社・支店に含めます。

海外の支所・
支社・支店の数

国内の支所・
支社・支店の数

事業所 事業所

●上記年間商品販売額の内訳について、同封の『商品分類表（卸売、小売）』の中から、販売額が多い順
　に、分類番号、商品名、販売金額を記入し、卸売・小売の別を○で囲んでください。
●金額で記入できない場合は、年間商品販売額（卸売販売額と小売販売額の合計）に占める割合を記入し
　てください。
　なお、本店から支店への商品振り替え分などは「卸売」として記入してください。

０
円 円

０ ０ ００ ０ ０ ０

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 （万円未満四捨五入）

 １７ 年間商品販売額等 （１）　年間商品販売額

●平成25年１月から12月までの
　１年間（この期間で記入できな

　い場合は、平成25年を最も多
　く含む決算期間）の商品販売

　額及びその他の収入額につい
　て記入してください。
●金額は万円未満を四捨五入、
　割合は小数点以下を四捨五入

　し、記入してください。

卸売販売額計 小売販売額計
十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 （万円未満四捨五入） 十兆 兆

０

０ ０

分類番号 商品分類表の商品名
販売金額（年間）

又は割合　（％）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 （万円未満四捨五入）

０

０ ０

０ ０

０

円 ％

％

％

円 ％

円 ％

％

（　卸売　・　小売　）

％

％

（　卸売　・　小売　）
０ ０ ０ ０

０ ０

金
額

で
記

入
で

き
な

い
場

合

は

、
右
欄

に
割

合
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

円

０

円

円

円

円

円

円

０ ０

０

０ ０

０ ０

０ ０

０

（　卸売　・　小売　）

（　卸売　・　小売　）

（　卸売　・　小売　）

（　卸売　・　小売　）

０

（　卸売　・　小売　）

０

（　卸売　・　小売　）
０ ０ ０

０
（　卸売　・　小売　）

０ ０ ０ ０
％

（　卸売　・　小売　）
０ ０ ０ ０

％
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25 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

26 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・「電子マネーによる販売」

は、電子マネーによる決済金

額、件数ともに増加している

ため追加。 

27 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

 

 

 

・「インターネット販売」は、

販売割合が増加しているた

め追加。 

・平成 24 年経済センサス-

活動調査において追加した

ものを踏襲。 

28 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

29 【調査票Ｂ・Ｃ】 

 

 

 

 

 

 

・前回調査より書きやすくす

るため、記入時間を 24 時間

制から 12 時間制に変更。 

30 【調査票Ｂ】 

 

 

 

 

 

 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

31 【調査票Ｃ】 

 

・経済センサス-基礎調査と

の同時実施に伴うレイアウ

ト変更。 

％

％

％

％

十億 億

（２）その他の収入額
　　　（単位：万円　消費税額を含む）

万円十万

②仲立手数料

その他の収入額の内訳を割合で記入してください

商品販売
に関する
収入

その他の収入額の内訳　（小数点以下は四捨五入）

１００

⑤ｻ ｰﾋ ﾞｽ業収入額

④飲食部門収入額① 修 理 料

③ 製 造 業 出 荷 額

百万千億兆 百億 千万

合 計 （ ① ～ ⑥ ）

⑥ 上 記 （ ①～ ⑤ ）
以 外 の 収 入 額

％

％

％

％

合　計そ　の　他

⑤④

自動販売機
による販売

％

通信・カタログ
販　　　　　売

％

① ③

％ ％ ％

②
10 年間商品販売額のうち小売販売額の
    商品販売形態別割合 店 頭 販 売 訪 問 販 売

１００
第２面７（１）項「年間商品販売額」のうち小売販売額計について　その
商品販売形態別割合を整数（小数点以下は四捨五入）で記入してくだ

さい

十万

平方メートル（㎡）

万 百

小数点以下は　四捨五入してください

12 売場面積

・

一十

単位は　平方メートルで記入してください（１坪＝３．３㎡換算）・

千

「１　開店時刻及び閉店時刻」は　２４時間制で記入してください
時

(閉店時刻） (開店時刻） 

時分
～

分

13 営業時間等 １　開店時刻及び閉店時刻

２　終日営業 （２４時間営業）

１００ ％

クレジットカード
による販売

信　用　販　売
②

％

合 計
③ 掛売・その他

第２面７（１）項「年間商品販売額」について　その販売方法別割合を
整数（小数点以下は四捨五入）で記入してください

％％

８ 年間商品販売額の販売方法別割合  ① 現 金 販 売

１００％

％ ％

 １８ 年間商品販売額
     　の販売方法別割合 ①現金販売 ②電子マネーによる販売

信　用　販　売
合計

③クレジットカードによる販売 ④掛売・その他
●販売方法別割合を整数（小数点

　以下は四捨五入）で記入してく
　ださい。

％ ％

合計
●「年間商品販売額」のうち、小売販売額計に
　ついて、その商品販売形態別割合を整数

　（小数点以下は四捨五入）で記入してくだ
　さい。 100%

％ ％ ％ ％ ％

 １９ 年間商品販売額のうち小売
　　　販売額の商品販売形態別割合

①
店頭販売

②
訪問販売

③
通信・カタログ
販　  　　　売
(インターネット以外)

④

インターネット

販　　　　売

⑤
自動販売機

⑥
その他

％

１　午前

時 分
２　午後 ２　午後

～

 ２２ 営業時間等 　１　開店時刻及び閉店時刻がある
　　　（24時間営業以外）●該当する番号を○で囲み、「１開店時刻及び

　閉店時刻がある」場合は、12時間制で記入

　してください。 　２　終日営業（24時間営業）

（開店時刻） （閉店時刻）

１　午前

時 分

１００％

（2）　その他の収入額

兆 千億 百億 万 （万円未満四捨五入）

％

合計（①～⑥）

円

⑤サービス業収入額

％ ％

③製造業出荷額 ⑥上記（①～⑤）以外の収入額

％

その他の収入額の内訳（小数点以下は四捨五入）

商品販売に
関する収入

①修理料 ④飲食部門収入額

％ ％

②仲立手数料

０ ０ ０ ０
その他の収入額の内訳を割合で
記入してください。

十億 億 千万 百万 十万

2
フランチャイズ・チェーンに
加盟している1

いずれにも
加盟していない3

ボランタリー・チェーンに
加盟している

15 チェーン組織への加盟の有無

 ２４ チェーン組織への加盟の有無 　１　フランチャイズ・チェーンに加盟している

●法人事業所の場合は25欄へ。
●法人事業所でない場合は記入おわり。

●該当する番号を○で囲んでください。

　２　ボランタリー・チェーンに加盟している

　３　いずれにも加盟していない

 １５ チェーン組織への加盟の有無 １
フランチャイズ・チェーン
に加盟している

２
ボランタリー・チェーン
に加盟している

３
いずれにも
加盟していない

●該当する番号を○で囲んでください。

万 千 百 十

●単位は、平方メートルで記入してください。

　（１坪＝3.3㎡換算）
●小数点以下は、四捨五入してください。

 21  売場面積　 十万 一

平方

メートル（㎡）
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32 【調査票Ｂ】 

 

 

  

  

・「（２）年初及び年末商品手

持額」は、公的統計の整備に

おいて求められている、SNA、

産業連関表作成のための一

次統計の整備として、商業マ

ージン及び流通在庫を適切

に把握するため追加。 

33  ・「(１)企業全体の業種区分」

は、記入者負担軽減のため、

センサス-基礎調査項目で代

替。 

 

34 【調査票Ｃ】 

 

 

 

 

 

・「（２）年初及び年末商品手

持額」は、公的統計の整備に

おいて求められている、SNA、

産業連関表作成のための一

次統計の整備として、商業マ

ージン及び流通在庫を適切

に把握するため追加。 

35 【調査票Ｃ】 

 

・「(１)企業全体の業種区分」

は、記入者負担軽減のため、

センサス-基礎調査項目で代

替。 

 

％

０ ０ ０

％

０

円

●平成25年の年初及び年末現在（記入

　困難な場合は、最寄りの決算日・棚卸
　日）で記入してください。

円

②年末商品手持額

（４）電子商取引の有無及び年間商品販売額・
　　　年間商品仕入額に占める割合 １　電子商取引あり

年間商品販売額に占める
電子商取引の割合

●該当する番号を○で囲んでください。
●「１電子商取引あり」の場合は、27（１）欄のうち「③年間商品販売額」

　（単独事業所ついては17欄（１））、27（３）欄「年間商品仕入額」につ
　いて、それぞれに占める電子商取引の割合を整数（小数点以下は四

　捨五入）で記入してください。
２　電子商取引なし

年間商品仕入額に占める
電子商取引の割合

０ ０ ０ ０

（２）年初及び年末商品手持額
①年初商品手持額

●本所・本社・本店は
（1）から（4）までの全て

に記入してください。

●単独事業所は（2）から
（4）について記入してく

ださい。

０ ０●平成25年１月から12月までの１年間(この期間で記入困難な場合は、

　平成25年を最も多く含む決算期間)の商品仕入額を記入してください。
円

０ ０ ０ ０
円

十兆 兆 千億百億十億 億 千万百万

（１）商業事業所数、従業者数、年間商品販売額

①商業事業所数

事業所

②従業者数

人

●卸売業、小売業について、本店
　を含めて記入してください。

●平成26年７月１日現在の常用
　雇用者及び有給役員の合計

　を記入してください。

十万 万

（３）年間商品仕入額

０ ０

（万円未満四捨五入）

●平成25年１月から12月までの１年間(この期間で記入困難な場合は、
　平成25年を最も多く含む決算期間)の商品販売額を記入してください。
●本支店間の商品振替額を除いて記入してください。

③年間商品販売額

 ２７ 企業の
　　　事業所数等

「電子商取引」について

電子商取引とは、「商取

引（＝経済主体間での財

の商業的移転に関わる

受発注者間の物品、サー

ビス、情報、金銭の交換）

のうち、物品の受発注に

係る業務について、一部

でもコンピュータを介した

ネットワーク上で行ってい

ること」をいいます。

③

 １５ 組織全体の主な事業の内容
(1)主な事業の内容

●「調査票の記入のしかた」を参照して、できるだけ
　詳しく記入してください。

(2)生産品、取扱い
　 商品又は営業種目

① ②

●該当する番号を○で囲んでください。

●「１電子商取引あり」の場合は、13(１)欄のうち「③年間商品
　販売額」、13(３)欄「年間商品仕入額」について、それぞれに
　占める電子商取引の割合を整数(小数点以下は四捨五入)で
　記入してください。

％

％

０●平成25年１月から12月までの１年間(この期間で記入困難な
　場合は、平成25年を最も多く含む決算期間)の商品仕入額を
　記入してください。

０ ０

０

（３）年間商品仕入額

●平成25年１月から12月までの１年間(この期間で記入困難な
　場合は、平成25年を最も多く含む決算期間)の商品販売額を
　記入してください。

●本支店間の商品振替額を除いて記入してください。

０

（４）電子商取引の有無及び年間商品販売額・
　　　年間商品仕入額に占める割合 １　電子商取引あり

年間商品販売額に

占める電子商取引の
割合

●平成25年の年初及び年末現在（記入
　困難な場合は、最寄りの決算日・

　棚卸日）で記入してください。

０

百万

②年末商品手持額

●企業内の商業事業
　所全体について
　記入してください。

 １３ 企業の
　　　事業所数等

商
業

事
業

所
を

有
す

る
企

業
の

み
記

入

０

①年初商品手持額

十兆 兆 千億

(２）年初及び年末商品手持額
０ ０

百億十億 億 千万 十万 万 （万円未満四捨五入）

(１)商業事業所数、従業者数、年間商品販売額

①商業事業所数

事業所

②従業者数

●平成26年７月１日現在の常用
　雇用者及び有給役員の合計
　を記入してください。 人

●卸売業、小売業について、本店
　を含めて記入してください。

③年間商品販売額

２　電子商取引なし

年間商品仕入額に

占める電子商取引の
割合

０

０

円

０
円

０

円

０ ０

円

０

「電子商取引」につい

て

電子商取引とは、「商

取引（＝経済主体間

での財の商業的移転

に関わる受発注者間

の物品、サービス、情

報、金銭の交換）のう

ち、物品の受発注に

係る業務について、

一部でもコンピュータ

を介したネットワーク

上で行っていること」

をいいます。

記

入

し
て

く

だ

さ

い

本店は

(1)から(4)までの
すべてに記入

してください

単

独

事

業

所

は
（

３

）
（

４

）
の

み

年間商品仕入額に占める

電子商取引の割合

千万

事業所

「１　有り」を○で囲んだ場合は　１８(２)項の　う

ち「③年間商品販売額」（単独事業所につ　いては

第２面７(1)項）　１８(３)項「年間商品　仕入額」に

ついて　それぞれに占める電子　商取引の割

合を整数（小数点以下は四捨五入）で記入してく

ださい

電子商取引とは　「商取引（＝経済主体間での財の商業的移転に関わる受発注者間の物

品、サービス、情報、金銭の交換）のうち　物品の受発注に係る業務について　一部でもコ

ンピュータを介したネットワーク上で行っていること」をいいます

十兆

・

（3）年間商品仕入額　（単位：万円）

平成１９年６月１日現在の

常用雇用者及び有給役員

の合計を記入してください

％

・

平成１８年４月から１９年３月までの１年間（この期間で記入困難な場合は

最寄りの決算日前１年間）の商品仕入額を記入してください

１　 有り

十兆 兆

千万 百万

万円

％

十

千億

億

十万

十万

千 百

百億 十億 億

一 万

　
単
独
事
業
所
・
本
店
で
あ
る
場
合
に
ご
記
入
く
だ
さ
い

３　 その他

人

百万

万円百億

以下の項目は　企業全体の商業事業所（店舗）についてのみ記入してください

①商業事業所数

18 企業の
　　事業所数等

（2）商業事業所数、従業者数、年間商品販売額

一
卸売業　小売業について

本店を含めて記入して

ください

十億

２　 小売業１　 卸売業

③年間商品販売額　（単位：万円　消費税額を含む）

（企業全体の収入額のうち　最も多い業種区分を○で囲んでください）

千 百 十

兆

２　 無し

②従業者数

平成１８年４月から１９年３月までの１年間（この期間で記入困難な

場合は最寄りの決算日前１年間）の商品販売額を記入してください

千億

（4）電子商取引の有無及び
　　 年間商品販売額・年間商品仕入額に占める割合

（1）企業全体の業種区分

本支店間の商品振替額を除いて記入してください

年間商品販売額に占める

電子商取引の割合

年間商品販売額に占める

電子商取引の割合

２　 無し

②従業者数

平成１８年４月から１９年３月までの１年間（この期間で記入困難な

場合は最寄りの決算日前１年間）の商品販売額を記入してください

千億

（4）電子商取引の有無及び
　　 年間商品販売額・年間商品仕入額に占める割合

（1）企業全体の業種区分

本支店間の商品振替額を除いて記入してください

十億

２　 小売業１　 卸売業

③年間商品販売額　（単位：万円　消費税額を含む）

（企業全体の収入額のうち　最も多い業種区分を○で囲んでください）

千 百 十

兆

一
卸売業　小売業について

本店を含めて記入して

ください

①商業事業所数

18 企業の
　　事業所数等

（2）商業事業所数、従業者数、年間商品販売額

人

百万

万円百億

以下の項目は　企業全体の商業事業所（店舗）についてのみ記入してください

３　 その他
　
単
独
事
業
所
・
本
店
で
あ
る
場
合
に
ご
記
入
く
だ
さ
い

一 万 十

千億

億

十万

十万

千 百

百億 十億 億

％

・

平成１８年４月から１９年３月までの１年間（この期間で記入困難な場合は

最寄りの決算日前１年間）の商品仕入額を記入してください

１　 有り

十兆 兆

千万 百万

万円

％

年間商品仕入額に占める

電子商取引の割合

千万

事業所

「１　有り」を○で囲んだ場合は　１８(２)項の　う

ち「③年間商品販売額」（単独事業所につ　いては

第２面７(1)項）　１８(３)項「年間商品　仕入額」に

ついて　それぞれに占める電子　商取引の割

合を整数（小数点以下は四捨五入）で記入してく

ださい

電子商取引とは　「商取引（＝経済主体間での財の商業的移転に関わる受発注者間の物

品、サービス、情報、金銭の交換）のうち　物品の受発注に係る業務について　一部でもコ

ンピュータを介したネットワーク上で行っていること」をいいます

十兆

・

（3）年間商品仕入額　（単位：万円）

平成１９年６月１日現在の

常用雇用者及び有給役員

の合計を記入してください

単

独

事

業

所

は
（

３

）
（

４

）
の

み

記

入

し
て

く

だ

さ

い

本店は

(1)から(4)までの
すべてに記入

してください

上記（１）で記入した内容につい

て、生産品、取扱い商品又は営
業種目を、収入額又は販売額の
多い順に記入してください。

 （１） 主な事業の内容
組織全体で行っている事業のうち、過去１年間の収入額又は販売額の最も
多い事業について、その事業の内容を具体的に記入してください。

●組織全体で行っている事業の内容について、
　別にお配りした｢調査票の記入のしかた｣を
　参照して、できるだけ詳しく記入してください。

 （２） 生産品、取扱い商品
　　  又は営業種目 ①

②

③

 ５ 組織全体の主な事業の内容

あらかじめ事業の内容等が印刷されている
場合は、内容に変更がなければ□に「レ」印
を記入してください。


